
教 第 41 号議 案

神 戸 市 立 学 校 の 授 業 料 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

等 に 関 す る 市 民 意 見 公 募 手 続き の 実施 に つ い て

神 戸 市 立 学 校 の 授 業 料 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 等 に

関 す る 市 民意 見 公 募 手 続 き の 実 施 につ い て ，議 案 と して下 記 の と おり 提 案す る 。 

  令 和 ２ 年 11 月９ 日 提 出

神 戸 市 教 育委 員 会事 務 局

事 務 局 長  長 谷 川  達 也
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神戸市立学校の授業料等に関する条例施行規則の一部を改正する規則等に関する市民意見公募手

続きの実施について 

学校経営支援課 

 

 

意見公募手続きについて 

市民意見募集と改正の内容について 

・意見募集の期間：令和２年 11月 12日（木）～12 月 11日（金）［予定］ 

・改正内容：別紙参照 
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神戸市立学校の授業料等に関する条例施行規則等の一部改正（案）の概要 

 

 

１．趣旨 

神戸市教育委員会では，神戸市立学校の授業料等に関する条例施行規則（昭和27年６月教育委員

会規則第20号。以下「規則」という。）により，授業料等の徴収その他の事項について定め，その

うち，神戸市立工業高等専門学校（以下「高専」という。）の授業料等の減免については，神戸市

立工業高等専門学校の授業料軽減助成に関する要綱（平成26年６月教育長決定。以下「要綱」とい

う。）で定めています。 

この度，国の「高等教育の修学支援新制度」の創設等を受けて，減免申請時の要件のうち所得の

算定方法を国に準じた形に変更します。また，新型コロナウイルス感染症の拡大により，経済的影

響を受けた学生が多数いることから，高専に在学する大学生相当の者（４・５年生，専攻科生）を

対象に授業料及び入学金の減免制度を拡充します。 

なお，変更後の減免制度は，来年度以降も継続することを予定しています。 

これらのために必要となる，規則及び要綱の改正案について，意見を募集します。 

 

２．内容 

（１）所得の算定方法の変更（規則第９条第１項第１号及び第２項第１号，要綱第４条第２号及び第５条第１号関係） 

  ①全額免除 

 新 旧 

所

得

基

準 

算定方法 生計維持者の算定基準額［当該年度の

市区町村民税の課税標準額×６％－

（調整控除額+税額調整額）］が51,300

円未満 

生計維持者の当該年度の道府県民税

所得割額と市民税所得割額の合計額

が85,500円未満 

年収目安 

（世帯） 
当該年度の年収が約380万円未満（変更なし） 

 

 ②半額免除 

 新 旧 

所

得

基

準 

算定方法 生計維持者の算定基準額［当該年度の

市区町村民税の課税標準額×６％－

（調整控除額+税額調整額）］が57,600

円未満 

生計維持者の当該年度の道府県民税

所得割額と市民税所得割額の合計額

が95,900円未満 

年収目安 

（世帯） 
当該年度の年収が約395万円未満（変更なし） 
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（２）授業料減免制度の半額免除の拡充（規則第９条第２項第１号） 

対 象 者：高等専門学校に在学する大学生相当の者。 

所得基準：生計維持者の算定基準額［当該年度の市区町村民税の課税標準額×６％－（調整控除

額+税額調整額）］が98,700円未満［年収目安（世帯）が約500万円未満］ 

成績基準：前年度の履修科目の学業成績が年間の評定平均3.5以上 

期  間：１年間（４月１日から３月31日まで） 

  

 

（３）専攻科入学金及び編入時入学金減免規定の新設（規則第９条第４項関係） 

対 象 者：高等専門学校に在学する大学生相当の者。 再入学は対象外とする。 

所得基準：生計維持者の算定基準額［当該年度の市区町村民税の課税標準額×６％－（調整控除

額+税額調整額）］による。 

 全額免除 算定基準額が51,300円未満［年収目安（世帯）が約380万円未満］ 

 半額免除 算定基準額が98,700円未満［年収目安（世帯）が約500万円未満］ 

成績基準：なし 

 

３．施行予定日等 

施行予定日：令和３年１月１日 

適用予定日：２（１）令和３年１月１日から 

２（２）令和２年度分から 

２（３）令和２年度入学（編入）分から 
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【参考資料】

市既存 拡充軽減

制度 対象

（年額）

国Ⅰ 国Ⅱ
（高専授業料）

　

234,600

2/3 156,400

1/2 117,300

1/3 78,200

非課税 42,600 85,500 95,900 164,500

非課税 25,600 51,300 57,600 98,700

271 304 380 395 500【年収換算（概数）：万円】

国Ⅲ

減免制度　現行・拡充概念図

※成績要件適用

　　（学科上位1/2以上）

国制度

【県民税・市民税所得割：円】

【減免額算定基準額：円】

全額免除

半額免除


	●改正議案
	●改正議案（内容）

